
「無害化処理に係る特例の対象となる一般廃棄物及び産業廃棄物」の改正案に対する意見の募集（パブ

リックコメント）の結果について 

 

１．意見募集の実施方法 

意見提出期間：平成 24 年５月 11日（金）～平成 24 年６月 11 日（月） 
意見募集の周知方法：電子政府の総合窓口、環境省ホームページ及び記者発表 
意見提出方法：電子メール、郵送又はファックス 

 
２．意見募集の結果 

意見提出数 13通 
 
３．意見等の概要と意見に対する考え方について 

 
御意見の概要 御意見に対する考え方 

5,000mg/kgを超える PCB廃棄物は、どのような処
理施設において処理を行うのか。PCB廃棄物につい
ては、対象となるものをあまり限定せず、継続的な

制度の検討が必要である。 

これまで環境省において 30 回を超える実証試
験を行って慎重に検討が行われ、今回の検討委

員会で今後の方向性として 5,000mg/kg 以下の
ものを処理対象とすることとしました。今後も、

処理体制が確保されていない PCB 廃棄物の実
態を把握し、必要な検討を行っていく予定です。 

無害化処理認定制度の処理対象範囲と技術的指針を

明確にしていただきたい。 
処理対象範囲については本告示で明確になって

いると考えています。技術的指針については、

「微量 PCB 汚染廃電気機器等の処理に関する
ガイドライン－焼却処理編－」（平成 24 年６月
改訂）を作成し公表していますが、本ガイドラ

インについては、今後、必要に応じて改訂する

予定です。 
例えば、5000mg/kg の PCB 廃棄物だけを大量に焼
却しても問題なく処理できるといった、廃棄物中の

PCB 濃度と PCB 廃棄物投入量の関係など何か規定
があるのか。 
 
 
 
 

廃棄物中の PCB濃度と、その投入量について特
段の規定はありません。個別の認定を行う場合

において、PCB廃棄物の投入量、混焼について
の維持管理計画についても確認することとして

おり、当該処理施設の特性や実証試験の結果等

を踏まえ、確実に処理することができると考え

られる範囲内での維持管理を行うことが必要と

なります。 



民間の産業廃棄物処理施設は、維持管理状況の公表

が義務付けられたとはいえ、まだまだわかりにくい

ことが多い。地域に安心・安全な施設として受け入

れられているのか。PCB廃棄物の焼却施設となると、
施設周辺の地域住民にとっては不安も増大すると思

う。施設の管理体制や安全運転の指導管理体制を強

化し、さらなる情報の公開をさせるようにしていた

だきたい。 

無害化処理認定施設においては、「微量ポリ塩化

ビフェニル汚染廃電気機器等に係る無害化処理

の内容等の基準等」（平成 20年環境省告示第 69
号）第９条に基づき、処理に関する記録を閲覧

に供しなければならず、認定事業者において、

当該規定に基づき、必要な措置を講ずることが

必要です。 

今回の改正により、PCB濃度 5,000mg/kgをもって、
高濃度と微量の閾値を明確化するということか。 

本告示改正は、高濃度のPCB廃棄物と微量PCB
汚染廃電気機器等の閾値を定めるものではあり

ません。「微量 PCB 汚染廃電気機器等」の定義
については、従来と変更ありません。 

PCB 濃度が 5,000mg/kg 以下のものを微量 PCB 汚
染物であると定義すればよいのではないか。 

微量 PCB汚染廃電気機器等については、その汚
染の由来から定義しており、濃度により定義さ

れるものではありません。 
「汚泥、紙くず、木くず又は繊維くず」・「廃プラス

チック類」の場合は、「汚泥、紙くず、木くず又は繊

維くず」・「廃プラスチック類」１kg あたりの PCB
量で規定されていますが、「金属くず等」の場合は「金

属くず等」に付着しているもの１kg あたりの PCB
量により規定している。「金属くず等」の場合も「汚

泥、紙くず、木くず又は繊維くず」・「廃プラスチッ

ク類」の場合と同様の定義にする方がいいと考える。 

今回の告示改正については、燃焼するもの 1kg
あたりの PCB含有量を基本として、濃度の範囲
を定めています。 
 
 
 
 

PCB を安全かつ確実に処理できることを前提とし
て、無害化処理認定施設での処理対象となる PCBの
濃度範囲について、順次拡大していただきたい。 

今後の検討の参考とさせていただきます。 

高濃度 PCB廃棄物及び微量 PCB汚染廃電気機器等
の区別については、一般の保管者には理解ができて

いない人が多数いる。さらに、今回、5,000mg/kg以
下の一部の高濃度 PCB廃棄物を微量 PCBの認定施
設で処分できることとなった場合、さらに混乱する

ことが予想されるので、十分に周知すべき。 

今回の告示改正に関する周知は十分に行ってい

く予定です。 
 
 
 

今回の改正案では、保管の過程で乾固したものは、

処理可能と読めません。これらは、総量として微量

であることが多いことから、再希釈を認めるか、「汚

染物」にガラスくずを追加する等処理できる体制と

していただきたい。 

保管の過程で乾固したものが何を指すのか明ら

かではありませんが、PCB汚染物にガラスくず
を追加することについては、今後の参考とさせ

ていただきます。 
 



今回の改正案では、産廃の種類によって PCBの分析
方法は異なることが推定される。厚生省告示 192号
では、廃プラスチック、金属くず、陶磁器くずにつ

いては、洗浄液試験法、拭き取り試験法、部材採取

試験法が決められており、今回の処理対象物につい

てもこれと同様な試験方法を採用していただきた

い。 

試験方法については、現在検討中です。 
 
 

「金属くず等に付着し、又は封入されている PCBの
量」そのものを計測するのは高額の費用がかかるこ

とになり、PCB保管事業者に多大な負担をかけるこ
とになる。拭き取り試験法のような簡便な測定方法

を採用できないか。 
汚泥については、PCB濃度が不均一であることが考
えられるため、サンプリング方法を規定する必要が

ある。 
代表的な試料採取の方法や、分析の必要性を明確に

していただきたい。 
二次燃焼炉内温度が 850℃以上でガスの滞留時間が
２秒以上の施設においても、環境省が無害化処理認

定の対象としていただきたい。 

今回の意見募集の対象外ですが、今後の参考と

させていただきます。 

850℃以上の産業廃棄物処理施設において無害化処
理実証試験を実施していただきたい。 
排出事業者に対し、廃棄物の性状（PCB 濃度等）、
荷姿、発生工程、数量、取扱い上の注意事項等の情

報を書面により処理業者に提供するように、周知・

徹底していただきたい。 
PCB汚染物を処理する際に濃度分析した結果、卒業
判定基準を満足する場合は、通常の産業廃棄物とし

て扱ってよいか。 
微量 PCBが付着した可能性がある PCB汚染物につ
いては、濃度を定量することなく処理ができるよう

配慮願いたい。 
「PCB濃度 0.5～50ppmまでのドラム缶保管したも
のは、PCB処理で抜取後油の入替で内部の油の PCB
濃度が 0.5ppm 以下となれば、油・容器とも再利用
可能」とする取扱いが合理的・論理的である。 



建築基準法第 51条ただし書き許可について、市町村
長における都市計画審議会の議を経て許可を受ける

必要性があるのか。 
実証試験の実施にあたり、地元行政への理解や、試

料調達について支援をお願いしたい。 
地域グリーンニューディール基金の延長を行い、施

設整備費を補助していただきたい。 
日本では 0.5mg/kg以下であれば非 PCBという扱い
だが、ストックホルム条約では、50mg/kg 以下は非
PCBという扱いになっている。日本でもストックホ
ルム条約にあわせて、50mg/kg 以下は非 PCB とす
べき。 
高濃度 PCB 等の希釈等を行い、5000mg/kg 以下と
した場合、微量 PCBとして処理が可能となるのか。 
汚染物についても 0.5mg/kg 以下のものを規制対象
外としないのか。 

 


